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令和７年度・苑居宅支援・０２版 

 

 

居宅介護支援重要事項説明書 

（令和７年８月１日現在） 

 

１．当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

   電話 ０４２－５７７－３１１１（午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分まで） 

   担当 ケアマネージャー  山谷 信一（やまや しんいち） 

                千年 和江（ちとせ かずえ）                              

                ソニ 舞子（そに まいこ） 

                吉永 由里子（よしなが ゆりこ） 

                浅賀 玲 （あさが れい） 

                宮崎 里香（みやざき りか） 

 

     ※ご不明な点は、なんでもおたずねください。 

 

２．くにたち苑指定居宅介護支援事業所の概要 

名 称 くにたち苑指定居宅介護支援事業所 

所在地 〒186-0012 東京都国立市泉 3 丁目 1 番地の 6 

介護保険指定番号 東京都指定 1373４00033 

サービス提供対象地域 国立市および隣接地域 

 

３．職員の体制 

所 長 １名 通所介護・地域包括支援センター泉窓口兼務 

ケアマネージャー（専任） ４名  

ケアマネージャー（兼務） １名 地域包括支援センター泉窓口相談員兼務 

  

４．営業時間 

午前８時３０分～午後５時３０分 日曜・祝祭日と年末年始は休み 

 

５．連絡先 

営業時間内 

（午前８時３０分～午後５時３０分） 

くにたち苑指定居宅介護支援事業所 

電話 ０４２－５７７－３１１１ 

営業時間外 

日曜・祝祭日・年末年始 
電話 ０８０－４７３４－９５８２ 
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６．利用料金 

  要介護認定を受けられた方は、全額保険給付されるので自己負担はありません。 

  ＊保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合、１ヶ月につき

要介護度に応じて 4 ページに定めるサービス費をいただくことがあります。 

 

７．サービスの利用方法 

 (１)まずは、お電話でお申し込みください。当事業所職員がお伺いいたします。 

 (２)サービスの終了 

①利用者は、事業者に対して、文書で通知することにより、いつでもこの契約を解約す

ることができます。 

  ②事業者は、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して、１ヶ月の予告期間をおい

て理由を示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。こ

の場合は、事業者は当該地域の他のケアマネージャーに関する情報を利用者に提供し

ます。 

  ③事業者は、利用者またはその家族が事業者やケアマネージャーに対して、この契約を

継続しがたいほどの背信行為を行なった場合、文書で通知することにより、直ちにこ

の契約を解約することができます。 

  ④次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

   ・利用者が介護保険施設などに入所された場合。 

   ・利用者の要介護認定区分が、要支援および非該当（自立）と認定された場合。 

   ・利用者がお亡くなりになった場合。 

 

８．当事業所の特徴等 

 (１)事業の目的および運営方針 

 【事業の目的】 

   社会福祉法人弥生会が開設するくにたち苑指定居宅介護支援事業所（以下「事業 

   所」という）が行う指定居宅介護支援事業（以下「事業」という）の適正な運営を 

   確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所のケアマネージャーと 

   その他の従事者（以下「ケアマネージャー等」という）が、要介護状態又は要支援状 

   態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とする。 

【運営方針】 

① 事業所のケアマネージャー等は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に 

      応じて、その利用者が可能な限りその居宅において、有する能力に応じ自立した日 

      常生活を営むことができるよう、利用者の立場にたって援助を行う。 

② 事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し利用者の選択に基づき 

   適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率 

      的に提供されるよう中立公正な立場でサービスを調整する。 

③ 事業の実施にあたっては、関係区市町村、地域の保健・医療福祉サービスとの綿密 

な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。     

④ 事業所は、特定事業所加算（Ⅱ）の算定事業所として質の高いケアマネジメントを 

行うよう努める。事業所の提供するサービスの質の評価を行い、サービスの質を高め 

るよう研鑽に励みます。 
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（２）サービス利用のために 

①居宅サービス計画の作成にあたっては、居宅サービス計画書に位置付ける指定居宅 

介護事業所について、利用者が複数の指定居宅介護事業所の紹介を希望する場合に 

は、地域にある指定居宅介護事業所を紹介し選定を支援します。 

また、利用者が居宅サービス計画書に位置付けた、指定居宅介護事業所の選定理由 

を求める場合については説明をします 

②調査の方法（アセスメント）に課題分析標準項目を使用します。 

③指定居宅介護支援の提供にあたり、指定居宅介護支援の提供の開始の際に、前 6 ヶ月 

間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画数の総数のう 

ちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下「訪問介護等」 

という）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前 6 ヶ月間 

に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置づけられ 

た訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者または指定地域密着 

型サービス事業者によって提供されたものが占める割合（上位 3 位）について説明を 

行います。（別紙：指定居宅介護支援事業所の提供状況を参照） 

④ 利用者が医療系サービスを導入する際は、利用者の同意を得て意見を求めた主治医等 

   に対してケアプランを交付します。また、訪問介護事業所等から伝達された利用者の 

   口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング等の際にケアマネージャー自身が把握し 

た利用者の状況等について、ケアマネージャーから主治の医師や歯科医師、薬剤師 

等に必要な情報伝達を行います。 

  ⑤介護保険で定められた回数を超える訪問介護（生活援助中心型）をケアプランに 

位置付ける場合には、区市町村にケアプランを届け出て地域ケア会議の開催等により 

届け出されたケアプランの適正検証を行います。 

⑥サービス利用の開始に当たり、利用者・家族等に対して、入院時に担当ケアマネー 

ジャーの氏名等を入院先医療機関に提供するよう依頼します。 

⑦ケアマネージャーの変更については、変更を希望される場合はお申し出ください。 

⑧必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサー 

ビスが包括的に提供されるよう居宅サービス計画を作成します。 

⑨毎月利用者の居宅を訪問し、利用者および家族と面会し、サービスの実施状況と解決 

すべき課題を把握し（モニタリング）、必要に応じてサービス担当者会議を開催し、 

計画の変更や事業者との連絡調整をします。 

〇テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したオンラインモニタリング実施 

  

  了承する：□ 了承しない：□ 

 

＊オンラインモニタリングを実施する際は、事前にご説明致します。 

 

⑩その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援を行います。 
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９. サービス費 

 要介護１・２ 要介護３～５ 

ケアマネージャー１人当りの利用

者の数が 45 人未満の場合 

居宅介護支援費Ⅰ 

12,000 円 

居宅介護支援費Ⅰ 

15,591 円 

 

 加 算 加算額 内 容 ・ 回 数 等 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し 

初回加算 3,315 円 

新規に居宅サービス計画を作成する場合 
要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅
サービス計画を作成する場合 
要介護状態区分が２区分以上変更された場
合に居宅サービス計画を作成する場合 

入院時情報連携加算Ⅰ 
 
 
入院時情報連携加算Ⅱ 

2,762 円 
 
 

2,210 円 

入院した日のうちに、病院等の職員に必要な情
報提供をした場合(Ⅰ） 
 
入院した日の翌日または翌日に病院等の職員
に必要な情報提供をした場合(Ⅱ) 

退 院 退 所 加 算 （ Ⅰ ） イ 
 
退 院 退 所 加 算 （ Ⅰ ） ロ 
 
退 院 退 所 加 算 （ Ⅱ ） イ 
 
退 院 退 所 加 算 （ Ⅱ ） ロ 
 
退 院 退 所 加 算 （ Ⅲ ） 

4,972 円 
 

6,630 円 
 

6,630 円 
 

8,287 円 
 

9,945 円 

入院等の期間中に病院等の職員と面談を行い
必要な情報を得るための連携を行い居宅サー
ビス計画の作成をした場合。 
 
（Ⅰ）イ 連携１回 
（Ⅰ）ロ 連携１回（カンファレンス参加による） 
（Ⅱ）イ 連携２回以上 
（Ⅱ）ロ 連携２回（内１回以上カンファレンス参加） 
（Ⅲ）  連携３回以上（内１回以上カンファレンス参加） 

小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 3,315 円 
小規模多機能型居宅介護の利用を開始する際
に、必要な情報を提供する場合 

特 定 事 業 所 加 算 （ Ⅰ ）  5,734 円 「利用者に関する情報又はサービス提供に当
たっての留意事項に係る伝達等を目的とした
会議を定期的に開催すること」等厚生労働大臣
が定める基準に適合する場合（一月につき） 

特 定 事 業 所 加 算 （ Ⅱ ）  4,652 円 

特 定 事 業 所 加 算 （ Ⅲ ） 
特 定 事 業 所 加 算 （ A） 

3,569 円 
1,259 円 

特定事業所医療介護連携加算 1,381 円 
特定事業所加算Ⅰ～Ⅲを取得し、病院等との
連携及びターミナルケアマネジメント加算
を所定数実施。 

通 院 時 情 報 連 携 加 算 552 円 
医師の診察時に同席し情報連携を行った場合
（一月につき） 

ターミナルケアマネジメント加算 4,420 円 

在宅死亡の終末期医療の利用者に対し利用
者・家族の了承を得て、主治医師及び居宅サ
ービス事業所に利用者の心身の状況等を提
供した場合 

緊急時等居宅カンファレンス加算 2,210 円 
病院等の求めにより、病院等の職員と居宅を
訪問しカンファレンスを行いサービス等の
利用調整した場合 

看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 3,315 円 
指定訪問看護小規模多機能型居宅介護の利用
を開始する際に、必要な情報を提供する場合 
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１０．サービス内容に関する苦情 

 （１）当事業所の相談・苦情担当 

  くにたち苑指定居宅介護支援事業所 所長 

  電話 ０４２－５７７－３１１１ 

  利用者やご家族の皆さんとともに、よりよいサービスを作っていきたいと考えておりま

すので、気になったことがありましたらご連絡ください。 

  くにたち苑には、「ご意見箱」が設置してあります。皆様のご意見、苦情、提案をお聞

きし、その内容と対応を公開しています。 

 （２）サービス相談委員会 

  社会福祉法人弥生会が行う各種サービスについて、利用者、ご家族、地域住民の方々か

ら要望、意見、苦情などを客観的に受け止め、必要な対応を提言する第三者機関の委員

会です。 

  サービス相談員の連絡先などは、くにたち苑にお問い合わせください。 

  くにたち苑 電話 ０４２－５７７－３１１１ 

 （３）公的な苦情相談窓口 

  国立市高齢者支援課介護保険係        電話０４２－５７６－２１１１ 

             【受付時間（土日祝祭日を除く）午前８時半～午後５時】 

  東京都国民健康保険団体連合会 苦情相談窓口 電話０３－６２３８－０１７７ 

               【受付時間（土日祝祭日を除く）午前９時～午後５時】 

 

11.第三者による評価の実施状況 

第三者による評価の実施状況               

1. あり 

実施日 令和４年度 

評価機関名称 株式会社 福祉規格総合研究所 

結果の表示         1. あり  2.なし 

２. なし 

評価結果：とうきょう福祉ナビゲーション  福祉サービス第三者評価 

http://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/hyoka/hyokatop.htm 

 

1２．身体拘束について 

  当事業所は、身体拘束廃止に向けた委員会開催を行うとともに、職員に対して研修を実

施する等の措置を講ずるよう努めます。 

  サービス事業所または、擁護者（現に擁護している家族・親族・同居人等）により、緊

急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１３. 虐待防止について事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、職員に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めます。 

 

１４. ハラスメント対策  

（１）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを

目指します。  

http://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/hyoka/hyokatop.htm
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（２）利用者・家族が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等 の

迷惑行為、セクシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

 

15.業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等 

 感染症や非常災害の発生時において、業務を継続的に実施、再開するための計画を策定し、 

必要な研修及び訓練を定期的に開催するなどの措置を講じます。  

 

【サービスご利用に際してのお願い】  

(1) お茶やお菓子など、お心付けなどは一切ご不要です。 

(2) 訪問の際はペットをゲージに入れる、リードにつなぐなどの配慮をお願いします。 

(3) 見守りカメラの設置、職員の写真を撮影する場合、個人情報保護法に準じて事前に職員

本人の同意を受けてください。 

(4) ハラスメント行為などにより、健全な信頼関係を築くことが出来ないと判断した場合は、

サービス中止や契約を解除することもあります。 

(5) 訪問中の喫煙はご遠慮ください。 

【サービス利用にあたっての禁止事項について】 

(1) 事業所の職員に対して行う暴言・暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為。 

(2) パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為。 

(3) サービス利用中に職員の写真や動画撮影、録音等を無断でＳＮＳ等に掲載すること。 
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 ケアマネージャーの提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて重

要な事項を説明しました。 

 

事業者    東京都指定 介護保険事業者番号 

       １３７３４０００３３ 

＜事業者名＞ 社会福祉法人 弥生会 

くにたち苑指定居宅介護支援事業所 

＜住  所＞ 東京都国立市泉３丁目１番地の６ 

＜代表者名＞ 所長  山谷 信一           

 

＜説明者＞  氏名                  

 

 

私は、契約書および本書面により、事業者から居宅介護支援事業所についての重要事項の

説明を受けました。 

     年  月  日 

利用者 

＜住  所＞                         

 

＜氏  名＞                     

 

代理人 

＜住  所＞                         

 

＜氏  名＞                     

 

※ 本重要事項説明書と同時に「契約書」にも署名し、それをもって契約開始となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約書整理番号 

令和７年度・苑居宅支援・０２版 号 

 

 


